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〜東日本大震災発災から 1000 日間の政府・民間活動の記録〜 
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図表１ 情報源となった中央省庁と自治体、新聞メディア  
中央省庁 
A. 内閣府（金融庁、消費者庁） B. 復興庁（東日本大震災復興対策本部） C. 総務省（消防庁）  
D. 法務省 E. 外務省 F. 財務省（国税庁） 
G. 文部科学省、環境省 H. 厚生労働省  I. 農林水産省（水産庁、林野庁）  
J, 経済産業省 K. 国土交通省  L. 環境省 
M. 防衛省   
N.被災自治体（県・市町村） 
報道・民間活動 
















 記録表は、発災１日目から 1000 日目までの対応を、省庁や県（県下の市町村を含む）毎に
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15 省庁（府省毎に記録）、被災 3 県、社会現象・民間活動、報道／世相、阪神淡路 
例えば…2011年 6月 9日（発災 91日目） 











・【福島県】第 4 回福島県復興ビジョン検討委員会開催 
・【大槌町】震災復興基本方針策定 
・【世相／報道】介護 93 事業所が休廃止 ・被災県ふるさと納税急増（朝
日新聞） 
・【世相／研究機関】コンテナ船復興への出航 塩竈港震災後初 ・震
災理由の解雇 相談ホットライン（連合 ２日間）（朝日新聞） 
・【阪神淡路大震災】【復旧】神戸市全戸通水(1995 年 4 月 17 日) 
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 そのようななか内閣の重要施策に関する会議として災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223
号）第 11条に基づく「中央防災会議」は、内閣総理大臣（会長）、全閣僚および有識者により
構成され、防災に関する重要施策を審議し国の防災政策の方針が決定される。（各都道府県及










  ・緊急災害対策本部 
  ・中央防災会議 
  ・被災者支援制度等 
  ・防災ボランティア 
  ・災害復旧・復興 
  ・東日本大震災の検証と教訓の抽出 
  ・関係府省庁のページ 
 また、「記者発表・公表資料一覧」のページでは、以下の情報を掲載している。 
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東日本大震災では、発災当日である 3月 11日に災害対策基本法第 28条の 2第１項に基づく
「平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部」を設置し、1都 13県の被害
状況の情報収集等の対応を行っている。また、翌 12日には宮城県に同法第 28条の 3第 8項に
基づく「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震緊急災害現地対策本部」を設置し、現地
の被災状況や必要な支援物資等把握と災害対策本部への報告等を実施している。しかし、緊急
災害対策本部の会議概要（第 1回平成 23年 3月 1日～第 19回平成 23年 9月 11日）は各種資













 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成 23 年法律第 40
号） 
Research Center Report No.021 









 東日本大震災復興基本法（平成 23年法律第 76号） 
 東日本大震災復興特別区域法（平成 23年法律第 122号） 
 大規模災害からの復興に関する法律（平成 25年法律第 55号）  を制定している。 
 なお、阪神淡路大震災では、「阪神・淡路大震災復興の基本方針及び組織に関する法律（平
成 7年法律第 12号）」（平成 7年 2月 24日施行）、「被災市街地復興特別措置法（平成 7年法律
第 14号）」（平成 7年 2月 26日施行）、「阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及
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B.復興庁（東日本大震災復興対策本部）                     （吉田哲） 
B-1 復興庁の所管、発信情報 
①東日本大震災復興対策本部 
・「東日本大震災復興基本法」の成立(平成 23 年 6 月 24 日)から「復興庁」の開設(平成 24
年 2 月 10 日)までの本部会合(計 12 回)の議事録及び復興に関する基本方針、財源措置、
補正予算、現状の取り組み等参考資料。 
②東日本大震災復興構想会議(内閣官房) 




議」計 8 回(平成 25 年 7 月現在)、「復興推進委員会令」(平成 24 年 3 月 19 日成立) 
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E. 外務省                                （鶴園卓也） 
E-1 外務省の所管、発信情報 
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図表 3 「外務省による東日本大震災の総括」 
図表 4「阪神大震災と東日本大震災の支援総数比較」 
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 3 日前の 2011 年 5 月 27 日にはモルティブ共和国から支援物資としてツナ缶 5,280 缶、5 月
31日にはチリ政府から毛布 2,000枚が支給されており(外務省報道資料)、貿易活性化の文言に
対しては齟齬を感じる。これらの齟齬は被災地域内での被災度合いにも関連していると思われ
る。一方東北財務局によって平成 23 年 6 月に発表された資料は、復興に関する金融面の具体
的取組を”協議するための”組織を立ち上げたばかりである。 
 
東北財務局「東日本大震災による 内金融機関  企業への影響について」平成 23年 6月 
 
その他【国税庁】 
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洋上風力発電の実証開始  など） 
・電力供給安定化（電気事業法などの改正、分散型・グリーン売電市場の設置  など） 
・その他施策（復興のための越境 EC支援事業  など） 
これによると、 
 序盤 300days は、原子力発電所を中心とした「復旧」対応を矢継ぎ早に（あるいはデ
マンド追随で）展開 
 中盤 300days は、序盤を継続対応しながらも、産業の「復興」に向けた検討の着手と
推進 
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でには 11 ルートを確保し、15 日には 15 ルートを確保。16 日からはこれらのルートで一般車
両の通行が可能になった。海上輸送を確保する為の航路啓開では、海上保安庁と共に 3 月 15
日に釜石、宮古、塩釜の各港を発災１週間以内に一部復旧している。同様に、空からの輸送を
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 特に、建設業の許可、経営事項審査の有効期間については 2012 年度末とされていたものが、










島市、南三陸町、女川町、山元町の 6 市町（計 1310 ヘクタール）の市街地で、石巻市も独自
に 549 ヘクタールで 4 月以降建築制限を実施していたが、これらの沿岸地域では 5 月 11 日ま
でに都市計画決定を行うことは不可能であった。このため、4 月 29 日に東日本大震災により
甚大な被害を受けた市街地における建築制限の特例に関する法律を施行し、災害発生後 6 ヶ月


















 国土交通省の震災対応に関する 1000 日記録を振り返ると、出先機関として地域建設業の機
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遣命令が出され、19 時には原子力災害派遣命令が出された。発災当日だけでも約 8400 人、航
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空機 190 機、艦艇 25 隻が派遣（準備含む）された。翌日には、総理の指示（5 万人体制の派










 大規模災害派遣は 8 月末を持って終結し、その後は原子力災害派遣として、福島県内の警戒
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直接死 関連死 死亡届等※1 死者数計
1066 福島市 6 9 15 2 17 平成23年4月7日、4月11日、7月25日、8月12日の余震による被害を含む
93 二本松市 3 平成23年4月7日の余震による
647 伊達市 1 1 3 平成23年4月7日の余震による被害を含む
本宮市
34 桑折町 1
653 国見町 1 1 20
1096 川俣町 18 18
648 大玉村 1 1
1082 郡山市 5 6 2 13 2 2 平成23年4月11日、7月31日、8月12日の余震による被害を含む
135 須賀川市 9 1 10 1 1 平成23年4月7日、4月11日の余震による被害を含む
105 田村市 1 1 1 4
534 鏡石町 2 2 2
25 天栄村 2 1





430 三春町 1 1 2
小野町
61 白河市 12 12 2
83 西郷村 3 3 4
泉崎村
中島村






















1065 相馬市 439 25 19 483 4 7 平成23年4月7日の余震による被害を含む
1085 南相馬市 525 439 111 1,075 2 57
1099 広野町 2 38 40 1
1096 楢葉町 11 95 2 108 2 3
1106 富岡町 18 215 5 238 1
1095 川内村 68 68 1
1096 大熊町 11 99 110 1
1001 双葉町 17 99 3 119 1 1
1098 浪江町 149 315 33 497
1059 葛尾村 24 1 25
1068 新地町 100 8 10 118 3
895 飯舘村 1 42 43 1
965 いわき市 293 116 37 446 3 1 平成23年4月11日の余震による被害を含む
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いる。東北 6 県の新設住宅着工戸数を見ると、2011 年 6 月までは、震災の影響もあって









震災直後は、激減した被災地の求人も 3ヶ月後の 2011年 5月頃から復旧需要の高まりと
ともに徐々に回復し、2012年に入ると急速に回復し、同年 4月には宮城県が 4年 11ヶ月
ぶりの 1倍超に続き、岩手県･福島県と合わせた被災 3県で 1倍超の求人倍率を維持する
ようになり、全国トップクラスの求人倍率の高さを維持するようになる。同年 12月には
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・財）阪神・淡路大震災記念協会編 『阪神・淡路大震災復興誌』（全 10巻） （1・2巻は（財）
21世紀ひょうご創造協会編） 
 






3 記録内容   
阪神淡路大震災と東日本大震災の比較 
項目 阪神淡路大震災 東日本大震災 
発生日時 1月 17日（火）5：46 3月 11日（金）14：46 
マグニチュード ７．３ ９．０ 
地震型 直下型 海溝型 
被災地 都市部中心 農林水産地域中心 
震度 6弱以上県数 １（兵庫） ８ 
津波 数十ｃｍの報告あるも被害なし 各地で大津波を観測（最大波 相馬










死者・行方不明者 死者 6,434名  死者 15,884名  
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死因 圧死 90％ 水死 90.64％ 
圧死 4.23％ 
焼死 0.92％ 
住家被害（全壊） 104,906 102,923 













（平成 23年版防災白書の表の枠組みをもとに 100daysの情報を加筆） 
 
４ 示唆  
阪神淡路大震災と東日本大震災はともに巨大な災害であるが、以下の相違点もある。 













阪神淡路大震災では死者数の 9 割を占めた圧死が、東日本大震災では 4％に減少している。
阪神淡路で多くの教訓を得た地震対策が、建築物の耐震性の向上を中心に入念になされ、この
点に関しての成果はおおむね上がっていると言えよう。 
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東洋大学 PPP研究センター長 根本祐二 
 
 
●1000daysプロジェクトメンバー● 
内閣府（金融庁、消費者庁）：宇都山智幸、復興庁（東日本大震災復興対策本部）：吉田哲、総
務省（消防庁）：亀井誠一、法務省：水上弘二、外務省（国税庁）財務省：鶴園卓也、文部科
学省：石綿晃、厚生労働省：塩澤和輝、農林水産省（水産庁、林野庁）、経済産業省：福田太
郎、国土交通省：難波悠、環境省：椿辰一郎、防衛省：難波悠、自治体（岩手県・宮城県・福
島県）・阪神淡路大震災：東洋大学経済学部根本ゼミ、河北新報：宮本恭嗣、朝日新聞：増井
玲子、協力：奥田早希子 
 
 
